様式第３号（変更交付（中止、廃止）承認申請書）
第　　　号

　年　月　日

　岩手県知事　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助事業者氏名　　

　　　　
年度水道施設耐震化等推進事業費補助金（※１（※２））変更交付（中止、廃止）承認申請書
標記の補助金を次のとおり変更交付（中止、廃止）されるよう関係書類を添えて申請します。

１．申請額　　　　金　　　　　　　円

２．事業の名称

３．事業の変更理由
（記載上の注意）

　事業費の増減、事業計画の変更等について記載した変更理由書を添付すること。
４．水道（水道用水供給）事業認可年月日及び番号

５　事業計画調書　　　　　　　　　様式第２－１号
６　事業費所要額調書　　　　　　　様式第２－２号

７　算定基準による算定額明細書　　様式第２－３号
８　財源調書　　　　　　　　　　　様式第２－４号

９　工事工程表　　　　　　　　　　様式第２－５号
10．添付書類

(1) 歳入歳出予算書の写し

(2) 設計図面

ア　各施設はそれぞれ次によって色分けすること。ただし、構造物等において、全部が補助対象になるものにあっては、特に省略することができる。
当該年度補助対象事業・・・・・・・・・・・・・・赤色

当該年度単独事業・・・・・・・・・・・・・・・・赤（点線）

次年度以降の事業・・・・・・・・・・・・・・・・緑色

前年度からの継続事業で実施済事業及び既有施設・・黒色

1． 図面は全て実施設計とし、認可申請（届出）で使用したもの又は工事発注などの図面を使用することも妨げないものとし、作成に当たっては、次の注意事項に従って正確、明瞭な図面を作成すること。
(ｱ) 水道施設等耐震化事業
ａ　水道未普及地域解消事業、簡易水道再編推進事業、生活基盤近代化事業又　は高度浄水施設等整備費
      　　一般平面図（縮尺任意）

          ・給水区域を明示し、水源の位置、導送水路線、浄水場、配水池、配水管等の位置を記載すること。

      　　・補助対象となる主要構造物の位置、形状、寸法及び管路の管種、管径、延長等を記載すること。
主要構造物配置平面図（縮尺任意）
        　・水源池、取水場、浄水場、配水池等の主要構造物の配置、周囲の地形、河川等の状況を示すとともに、主要な土木建築構造物の形状、寸法等の主要諸元を記入すること。（ただし、当該年度施工主要構造物に限る。）
ｂ　緊急時給水拠点確保等事業

(a) 配水池、緊急時用連絡管の場合
平面図（縮尺任意）

・給水区域を明示し、水源池、浄水場、配水池、送水管、配水管等の位置を記入したもの。
(b) 貯留施設の場合

  平面図（縮尺任意）

(C) 緊急遮断弁の場合
緊急遮断弁設置平面図（縮尺任意）

(d) 大容量送水管の場合
管路図（縮尺任意）

・導水管、送水管及び配水管について、更新前の布設年度、布設後の管種、管径、延長等を記入したもの。

(e) 重要給水施設配水管の場合
管路図（縮尺任意）
・配水管等について、管種、管径、延長等を記入したもの。
(f) 基幹水道構造物の耐震化事業の場合
平面図（縮尺任意）

・事業内容に応じ、既存施設についてそれぞれ取水施設、導水施設、浄水施設及び送配水施設等整備を行う施設の位置を記入するとともに、給水区域を明示すること。

補強事業と改築・更新事業の費用比較により、耐震化事業として工事内容が確認できる書類
ｃ　水道管路耐震化等推進事業
管路図（縮尺任意）

・導水管、送水管及び配水管について、更新前の布設年度、布設後の管種、管径、延長等を記入したもの。

・管路近代化事業については、更新前の管種、管径及び設置・更新が必要なポンプ、電気計装設備等の位置についても記入すること。
(ｲ) 水道事業運営基盤強化推進等事業

ａ　水道事業運営基盤強化推進事業（水道施設台帳整備事業及び水道施設台帳電子化促進事業を除く）又は水道広域化施設整備費の場合

平面図（縮尺任意）
・事業全体の概略が分かるように作成すること。

ｂ　水道水源自動監視施設整備事業
(a) 水道水源自動監視施設整備費の場合
一般平面図（縮尺任意）

・参画市町村、水質監視を行う河川等水源、取水位置、監視施設並びに通信連絡網及び他の水道水源自動監視施設を記入したもの。
水道水源自動監視施設機器設置平面図（縮尺任意）

　(b) 遠隔監視システム整備費の場合
　　　　　　　一般平面図（縮尺任意）
            　・遠隔監視を行う河川等水源、取水位置、監視施設並びに通信連絡網を記入したもの。
遠隔監視システム概念図

(3) その他必要な参考資料
　

（記載上の注意）
※１　(　)内には生活基盤施設耐震化等交付金取扱要領の別表第１の１事業区分の中事項を記述すること。

※２　(　)内には生活基盤施設耐震化等交付金取扱要領の別表第１の１事業区分の小事項を記述すること。
※３　追加交付（一部取消し）、事業計画変更及び経費の配分変更承認申請書の場合には、特に様式を定めるものを除き、当該変更部分上段に（　）書きで変更前の金額等を記載すること。

※４　変更申請の設計図面は、変更する工種のみについて作成し、上下段書きで上段は変更前のもので（　）書き、下段は変更後を記載すること。
